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資料１１



１ 

 

<留意事項> 

厚生労働省通知「介護職員処遇改善加算及び介護職員等特定処遇改善加算に関する基本的な考え

方並びに事務処理手順及び様式例の提示について Vol.935 令和３年３月 16 日」（以下、「通知」と

いう。）及び同省 Q＆Aと併せてご確認ください。 

掲載箇所: https://www.pref.kagawa.lg.jp/choju/choju/jigyosya/kaizen_kasan.html 

  

<令和３年度計画書提出について> 

「令和３年度介護報酬改定に関する審議報告」（社会保障審議会介護給付費分科会）が、昨

年12月23日にとりまとめられたところですが、その中に、介護職員処遇改善加算及び介護職員

等特定処遇改善加算（以下「処遇改善加算等」という。）について、介護職員処遇改善加算の

職場環境等要件の見直しや介護職員等特定処遇改善加算の平均の賃金改善額の配分ルールの見

直し等が盛り込まれています。 

 これを踏まえ、今後、関係審議会での諮問・答申を経て、関係する告示や通知の見直しを検

討することとなりますが、処遇改善加算等の届出については、令和３年度に４月から取得する

場合は、令和３年４月15日（木）までとします。 

  

https://www.pref.kagawa.lg.jp/choju/choju/jigyosya/kaizen_kasan.html
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<制度の見直し概要> 

〇「介護職員処遇改善加算（Ⅳ）及び（Ⅴ）の廃止」 

 介護職員処遇改善加算（Ⅳ）及び（Ⅴ）について、上位区分の算定が進んでいることを踏まえ、

令和３年３月 31日で廃止する。ただし、令和３年３月 31日時点で同加算を算定している介護サー

ビス事業者については、１年の経過措置期間を設けることとし、令和４年３月 31 日まで算定でき

るものとする。（通知を参照） 
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〇「平均賃金改善額の配分ルール」 

 介護職員等特定処遇改善加算について、リーダー級の介護職員について他産業と遜色ない賃金水

準の実現を図りながら、介護職員のさらなる処遇改善を行うとの趣旨は維持した上で、小規模事業

者を含め、事業者がより活用しやすい仕組みとする観点から、見直しを行った。 

 具体的には、平均の賃金改善額の配分ルールについて、経験・技能のある介護職員の賃金改善に

要する費用の見込額の平均が、他の介護職員の賃金改善に要する費用の見込額の平均と比較し高い

こととする。（通知を参照） 
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〇「職場環境等要件」 

介護事業者による職場環境改善の取組をより実効性が高いものとする観点からの見直しを行っ

た。届出に係る計画の期間中に実施する事項について、特定加算においては「入職促進に向けた

取組」、「資質の向上やキャリアアップに向けた支援」、「両立支援・多様な働き方の推進」、「腰痛

を含む心身の健康管理」、「生産性の向上のための業務改善の取組」及び「やりがい・働きがいの

醸成」の区分ごとに１以上の取組を行うこととする。なお、令和３年度においては、６の区分か

ら３の区分を選択し、それぞれで１以上の取組を行うこととする。（通知を参照） 
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<介護職員等特定処遇改善加算を算定するにあたって> 
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<サービス別加算率> 
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<処遇改善加算等の仕組み> 

介護職員処遇改善加算（以下、「処遇改善加算」という。）及び介護職員等特定処遇改善加算（以下、

「特定加算」という。）は、サービス別の基本サービス費に各種加算減算を加えた１月当たりの総単位数

にサービス別加算率を乗じた単位数を算定する。なお、処遇改善加算等は、区分支給限度基準額の算定

対象から除外される。 

 

<賃金改善の考え方> 

 賃金改善は、基本給、手当、賞与等のうち対象とする賃金項目を特定した上で行うものとする。

特定した賃金項目を含め、賃金水準（賃金の高さの水準）を低下させてはならない。 

 具体的には、処遇改善加算と特定加算による賃金改善とを区別した上で、介護サービス事業者等

における処遇改善加算等を取得し実施される賃金改善額及び各介護サービス事業者の独自の賃金改

善額を除いた賃金の水準と、各介護サービス事業者の独自の賃金改善額を含む処遇改善加算等を取

得し実施される賃金の水準との差分により判断する。 

 

<前年度の賃金の総額> 

 処遇改善加算等を取得する前年の１月から 12月までの 12 か月間の賃金の総額をいう。 

なお、これにより難い合理的な理由がある場合（※１）には、他の適切な方法により前年度の介護

職員の賃金を推定するもの（※２）とする。 

 

※１ たとえば、 

 ・前年途中に事業所を新設した等で、サービス提供機関が 12 か月に満たない場合 

 ・申請をする前年において、職員の増減で基準額となる賃金総額が適当でない場合  

 ・前年途中から事業所の増減により、事業拡大又は縮小を行い、申請年度においては、変更後の

事業規模で実施する予定である等、当該年度の賃金総額として適切にする必要がある場合 

  が想定される。 

 

※２ 具体的な推計方法については、 

 ・サービス提供期間が 12 か月に満たない場合は、12か月サービスを提供していたと仮定した場

合における賃金水準を推計すること。 

 ・職員の増減がある場合、申請年度における実態に即した賃金総額を推計すること。 

  （比較時点において勤務実績のない職員は、当該職員と同職であって、勤続年数等が同等の職

員の賃金水準と比較すること。） 
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<独自の賃金改善額について>  

 処遇改善加算および特定加算の計画書を提出する前年度において介護サービス事業者等が、加算

額を上回る賃金改善を行うために実施した賃金改善額（初めて処遇改善加算を取得した年度（交付

金を取得している場合については交付金を取得した年度）以降に、新たに行ったものに限る。手当

や定期昇給によるものなど賃金改善の手法は問わない。）をいう。 

 

<特定加算に関するよくあるお問合せ> 

  

Q１．特定加算対象グループに当てはまる職員には、全職員に加算する必要があるのか。 

 

 A１．必ずしも全職員に加算する必要はなく、法人および事業所の判断になります。 

 

 Q２．その他の職種の賃金改善後の賃金が年額 440 万円を上回ると特定加算による賃金改善の対

象とならないが、賃金改善実施期間において、年額 440 万円を超えた場合はどのように

取り扱うのか。 

 

 A２．年額 440 万円を超えた賃金部分については、法人および事業所の持ち出しによる改善額 

として取り扱い、実績報告には計上しないでください。 

なお、“持ち出しによる改善額”は、独自の賃金改善額とは異なります。 

 

<令和２年度実績報告書の提出について> 

最終の加算の支払いがあった月の翌々月の末日までに、都道府県知事等（指定権者）に対し

て、別紙様式３－１及び３－２の介護職員処遇改善実績報告書を提出し、２年間保存してくだ

さい。 

なお、実績報告書の最終〆切は令和３年７月末日の予定です。 

実績報告の提出につきましては、改めて県および各指定権者から周知を行いますので、 

ご確認ください。 

 

<処遇改善加算等に関する掲載箇所について> 

処遇改善加算等に関する内容は、下記HPをご参考ください。 

https://www.pref.kagawa.lg.jp/choju/choju/jigyosya/kaizen_kasan.html 

  

https://www.pref.kagawa.lg.jp/choju/choju/jigyosya/kaizen_kasan.html



